
22年国調 90,066 人 産  業  構  造 人口集中地区人口    都道府県名 団体名  市町村類型 Ⅱ－1

平成２７年度

平成２７年度平成２７年度

平成２７年度 人   口 17年国調 94,291 人  ２２年国調 9,050 人  Ｈ２７年度

増減率 △ 4.48 ％

区分 ２２年国調 １７年国調

１７年国調 8,991 人    栃  木  県

   栃  木  県   栃  木  県

   栃  木  県 日光市

日光市日光市

日光市 〔092061〕

〔092061〕〔092061〕

〔092061〕  地方交付税種地   1－2

住民基本 H28.3.31 85,782 人 第１次 2,315 人 2,768 人 面  積(k㎡) 1449.83  H28.3.31

決 算 状 況

決 算 状 況決 算 状 況

決 算 状 況 H27.3.31 86,770 人 5.1 ％ 5.8 ％ 人口密度 62.12

台帳人口

増減率 △ 1.14 ％          (人) 指定団体等 区           分 平成27年度 平成26年度

    歳  入  の  状  況      (単位  千円：％） 第２次 12,549 人 13,795 人 22年国調世帯数 収     （千円）         （千円）

区    分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 27.8 ％ 28.7 ％ 33,926 の指定状況 歳入総額 A 45,309,834 45,048,712

地方税 13,166,812 29.1 12,731,453 52.7 17年国調世帯数 支 歳出総額 B 43,192,690 43,010,524

地方譲与税 416,868 0.9 416,868 1.7 第３次 30,285 人 31,544 人 33,790 旧新産 × 歳入歳出差引 (A-B) C 2,117,144 2,038,188

利子割交付金 13,419 0.0 13,419 0.1 67.1 ％ 65.5 ％ 12年国調世帯数 旧工特 × 状 翌年度に繰り越すべき財源         D 342,691 333,445

配当割交付金 51,869 0.1 51,869 0.2 33,684 低開発 × 実質収支 (C-D) E 1,774,453 1,704,743

株式等譲渡所得割交付金 44,408 0.1 44,408 0.2 旧産炭 × 況 単年度収支 F 69,710 △ 74,796

地方消費税交付金 1,750,837 3.9 1,750,837 7.3 山振 ○ 積立金 G 2,275 3,668

ゴルフ場利用税交付金 93,628 0.2 93,628 0.4 過疎 ○ 繰上償還金 H

特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 市 町 村 税 の 状 況     （単位  千円：％） 首都 × 積立金取崩し額               I

自動車取得税交付金 94,738 0.2 94,738 0.4 区        分 収入済額 構成比 超過課税分 近畿 × 実質単年度収支 (F+G+H-I) J 71,985 △ 71,128

地方特例交付金等 31,332 0.1 31,332 0.1 普通税 12,367,441 93.9 124,118 中部 ×

地方交付税 10,458,417 23.1 8,826,829 36.5   法定普通税 12,367,441 93.9 124,118 市町村圏 ×

   普通 8,826,829 19.5 8,826,829 36.5 個人均等割 154,544 1.1 財政再建 × 給料月額 一人当たり平均

   特別 1,631,588 3.6 0.0 市町村 所得割 3,501,491 26.6 指数表選定 ○ 区       分 職員数     （百円） 給料月額(百円)

   震災特別 0.0 0.0 民  税 法人均等割 288,897 2.2 47,750 財源超過 × 一 一般職員 731 2,359,668 3,228

26,122,328 57.7 24,055,381 99.6 法人税割 462,045 3.5 76,368 般 うち技能労務員 53 170,660 3,220

交通安全交付金 10,337 0.0 10,337 0.0     固定資産税 7,107,057 54.0 職 教育公務員 8 32,128 4,016

分担金、負担金 201,380 0.4 0.0       うち純固定資産税 6,510,467 49.4 員 消防職員 188 563,624 2,998

使用料 631,542 1.4 21,166 0.1     軽自動車税 184,296 1.4 等 臨時職員 0

手数料 164,685 0.4 0.0     市町村たばこ税 668,875 5.1   合   計

  合   計  合   計

  合   計 927 2,955,420 3,188

国庫支出金 4,787,608 10.6 0.0     鉱産税 236 0.0

国有提供交付金 0 0.0 0.0     特別土地保有税 0.0 議員公務災害 ○ ごみ処理 × 区  分 定  数   適用開始年月日 (報酬)月額(百円)

都道府県支出金 2,970,998 6.5 0.0   法定外普通税 0.0 消防公務災害 ○ 火葬場 × 特 市区町村長 1 平成18.3.20 9,600

財産収入 133,715 0.3 69,390 0.3 目的税 799,371 6.1 0 退職手当 ○ 常備消防 × 別 副市区町村長 1 平成24.4.1 7,600

寄附金 24,771 0.0 0.0   法定目的税 799,371 6.1 0 母子通園ホーム × 小学校 × 職 教育長 1 平成18.3.20 6,750

繰入金 82,538 0.2 0.0        内 入湯税 364,012 2.8 老人福祉 × 中学校 × 等 議会議長 1 平成18.3.20 4,900

繰越金 2,038,188 4.5 0.0 事業所税 0.0 伝染病 × 都市競輪 × 議会副議長 1 平成18.3.20 4,100

諸収入 1,851,344 4.1 6,433 0.0 都市計画税 435,359 3.3 し尿処理 × 市場 × 議会議員 26 平成18.3.20 3,800

地方債 6,290,400 13.9 0.0        訳 水利地益税等 0.0 高齢者医療 ○

   うち減収補てん債（特例分） 0.0 0.0   法定外目的税 0.0

   うち臨時財政対策債 1,968,200 4.4 0.0 旧法による税 0.0

歳 入 合 計

歳 入 合 計歳 入 合 計

歳 入 合 計 45,309,834 100.0 24,162,707 100.0     合     計

    合     計    合     計

    合     計 13,166,812 100.0 124,118

    性  質  別  歳  出  の  状  況     （単位  千円：％） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位  千円：％） 区    分   （単位  千円）

区　　分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率          区       分 決算額(A) 構成比 基準財政収入額 11,300,041

人件費 8,224,049 19.0 7,816,629 7,751,487 29.7 議会費  341,332 0.8 341,332 基準財政需要額 18,328,818

   うち職員給 5,538,069 12.8 5,219,096 0.0 総務費 5,018,818 11.6 451,497 4,347,216 標準税収入額 14,388,674

扶助費 6,690,951 15.5 2,448,611 2,433,665 9.3 民生費 11,968,603 27.7  52,853 6,802,139 標準財政規模 25,183,780

公債費 4,956,851 11.5 4,735,048 4,735,048 18.1 衛生費 3,264,213 7.6 244,014 2,677,869 0.633

内 元利償還金 4,956,577 11.5 4,734,774 4,734,774 18.1 労働費 40,326 0.1 40,295 実質収支比率 7.0

訳 一時借入金利子 274 0.0 274 274 0.0 農林水産費 1,275,916 2.9 632,244 509,092 95.9

19,871,851 46.0 15,000,288 14,920,200 57.1 商工費 2,966,818 6.9 113,876 1,415,554 103.8

物件費 6,477,994 15.0 5,500,703 5,176,220 19.8 土木費 4,152,188 9.6 2,411,304 2,200,889 公債費負担比率 15.5

維持補修費 519,463 1.2 436,833 436,833 1.7 消防費 3,703,878 8.6 2,100,040 1,707,073 公債費比率 8.4

補助費等 2,665,016 6.2 1,939,309 1,366,540 5.2 教育費 4,253,600 9.8 837,516 3,314,242

33,951 0.1 33,951 33,951 0.1 災害復旧費 1,250,147 2.9 425,410 積立 財調 4,454,474

繰出金 4,023,234 9.3 3,441,389 2,704,271 10.3 公債費 4,956,851 11.5 4,735,048 金現 減債 1,168,904

積立金 31,813 0.1 0.0 諸支出金 0.0 在高 特定目的 4,992,909

1,509,828 3.5 287,603 61,318 0.2 前年度繰上充用 0.0 地方債現在高 53,694,707

前年度繰上充用金 0.0 実質赤字比率 - ％     うち政府資金 22,570,464

投資的経費 8,093,491 18.7 1,910,034 - ％ 歳 出 合 計

歳 出 合 計歳 出 合 計

歳 出 合 計 43,192,690 100.0 6,843,344 28,516,159 債務 物件等購入 1,113,650

   うち人件費 335,387 0.8 335,387 実質公債費比率 6.2 ％ 801,219 実質収支 159,484 負担 保証、補償

普通建設事業費 6,843,344 15.8 1,484,624 将来負担比率 50.5 ％ 13,000 国 再差引収支 49,737 行為 その他 7,001,639

内   うち補助 2,035,171 4.7 89,490 807,800 保 加入世帯数 14,245 額 実質的なもの

  うち単独 4,706,957 10.9 1,379,297 経常経費充当 公営事業 市場（法非適） 12,634 会 被保険者数 23,714 収益事業収入

訳 災害復旧事業費 1,250,147 2.9 425,410 一般財源等計 24,665,382 千円 1,007,834 計 563,009

失業対策事業費 0.0 経常収支比率 94.4 ％ への繰出 33,968 の 現

現年計：合計

96.9　：　89.3

後期高齢(法非適) 1,310,228 状 徴年 市町村税

102.1 ％ 96,225 況 収分  現年分：計 97.9　：　93.4

歳入一般財源等 30,631,355 千円 36,282 率 ・ 純固定資産税

歳 出 合 計

歳 出 合 計歳 出 合 計

歳 出 合 計 43,192,690 100.0 28,516,159 ラスパイレス指数 98.7 (27年4月1日現在) 　計 現年分：計 95.9　：　85.7

   うち一部組合負担金

投資、出資金、貸付金

(A)のうち普通建設事業費

介護保険事業（法非適）

国保事業(法非適)

国保直診(法非適)

下水道(法非適)

〃(分子に臨財債含む)

98

上水道（法適用）

一人当たり平均給料

保険料収入 95

土地開発基金現在高

経常一般財源等比率

(A)の充当一般財源等

財政力指数 25-27

保険給付費

国庫支出金

観光施設（法非適）

（一般財源計）

（一般財源計）（一般財源計）

（一般財源計）

（義務的経費計）

（義務的経費計）（義務的経費計）

（義務的経費計）

(臨財債、減税補て

ん債（特例分）除

く）

被保険

者一人

当たり

介護ｻｰﾋﾞｽ事業（法非適）

連結実質赤字比率

一部事務組合加入の状況
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